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１ 提出法案の概要（電波関連部分）

２ 新たな携帯電話用周波数の割当方式に関する検討会





3１－２ 携帯電話等の周波数の再割当制度の創設等

 携帯電話等の電気通信業務用基地局が使用している周波数について、次の場合に再割当てができるようにする。
 電波監理審議会による有効利用評価の結果が一定の基準を満たさないとき
 競願の申出※を踏まえ、再割当審査の実施が必要と総務大臣が決定したとき 等

※ 競願の申出ができる制度を新設

※１ 排他的に免許申請できる期間を「５年」から「10年」に延長する。

※２ 周波数の円滑な移行を促進するため、新たに周波数の再割当てを受けた事業者が、
既存免許人の移行費用を負担する終了促進措置の活用を可能とする。

※３ 事業者間の終了促進措置の協議が調わない場合、電気通信紛争処理委員会に
あっせん・仲裁の申請を可能とする。

（参考）携帯電話等の周波数の割当状況（令和４年１月時点）

開設計画の認定に基づい
て割り当てられた周波数
（認定期間終了）

開設計画の認定に基づい
て割り当てられた周波数
（認定期間中）

 携帯電話等に係るその他制度改正
〇 特定基地局の開設に係る責務
電気通信業務を行うことを目的とする携帯電話等の特定基
地局の認定開設者は、認定計画に記載した設置場所以外の
場所にも、特定基地局の開設に努めなければならないこととする。

〇 電波の公平な利用の確保に関する事項の開設指針の記載事
項への追加
携帯電話等の周波数の割当てに当たって、開設指針の記載事項と
して、事業者ごとの割当て済みの周波数の幅等を勘案して、事業者
ごとに申請可能な周波数の幅の上限に関する事項など電波の公平な
利用の確保に関する事項を追加する。
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